
平成１３年度当初予算 基本事務事業目的評価表

［基本事務事業名］ （２０２）都市公園整備事業
［評価年月日］ 平成１２年１１月２１日
［主担当部課名］ 県土整備部 まちづくり推進課
［記入課名・課長名］ まちづくり推進課長 野田 素延 ０５９－２２４－２７０６

１ 総合計画の政策体系上の位置づけ
政策 ： （Ⅴ－４）まちづくりの推進
施策 ： （ ２ ）快適な都市環境の整備
総合計画の目標項目 ： 都市計画区域内人口１人当たり都市公園面積
波及効果・副次的効果を及ぼすと考えられる施策 ： 緑のネットワーク化の推進

２ 基本事務事業を巡る環境変化（過去、現状、将来）
・余暇時間増大により、住民が公園を利用する機会が増えている。
・防災空間の創出等生活における安全性の確保が必要とされてきている。
・公園利用者は今後ますます増え、利用者から余暇空間の場・防災空間・自然と共生した公園
の整備要求がさらに強まる。

３ 基本事務事業の目的と成果
3-(1) 対象と意図（何をどういう状態にしたいのか）
県民に対して、都市計画区域内人口１人当たり都市公園面積の拡大を図り県民ニーズに応える
ため、都市公園の整備を行う。

3-(2) 成果指標名・成果指標式（総合計画の目標項目には＊を付す）
成果指標名： 都市公園施設整備度（代替：県民１人当たり都市公園面積）
成果指標式：

（代）

②変更した場合の成果指標名・成果指標式

変更しない

3-(3) 設定した成果指標に関する説明（指標動向に影響する要因、指標の有用性、設定の理由など）

都市計画区域内人口１人当たりの都市公園面積を、国、市町村と協働し目標達成を目指します。

3-(4) 結果（施策における2010年度の目標）

余暇活動、防災機能、生活環境、都市景観のための空間としての場を提供する。

４ 基本事務事業の評価
4-(1) 前年度（H1１年度）における基本事務事業の結果評価
①前年度に行った内容と成果
北勢中央公園、亀山サンシャインパーク、大仏山公園、熊野灘臨海公園の県営４公園の整備を推進
し、県民１人当たり都市公園面積が、７．１９㎡となった。

②前年度に残った課題
都市計画区域内人口１人当たり都市公園面積が全国平均７．９㎡に対して、三重県は、７．１９㎡
であり、全国順位は３３位となっている。
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県下の都市公園開園面積

都市計画区域内県人口
×都市公園利用者満足

＊
県下の都市公園開園面積

都市計画区域内県人口



成果指標の目標達成には、事業費の増大及びコスト縮減による整備計画により開園面積の増進に努
める。

4-(2)本年度(1２年度)における基本事務事業の見込み評価
①本年度行っている内容と本年度終了時に見込まれる成果
北勢中央公園、亀山サンシャインパーク、大仏山公園、熊野灘臨海公園の県営４公園の整備促進に
より、都市計画区域内人口１人当たり都市公園面積７．６㎡になるよう努めたい。

②本年度残ると思われる課題
都市計画区域内人口１人当たり都市公園面積が、全国平均に比べ大幅に低くなっているため、事業
費の増大等、依然として積極的な整備の展開が必要な状況である。

５ 基本事務事業の改革方向
未開園区域における整備内容について、住民ニーズを十分に反映させ、コストのかからない施設
を検討し、開園進度を早める。

６ 成果指標値及びコスト等の推移

成果指標値 総合計画 予算額等 必要概算（千円）

目 標 実 績 目標数値 所要時間 コスト（時間） （千円）

前々年度 3,906,336
(H10年度) ６．８８ ６．８８ ６．８８ 22,664 4,001,071

前年度 2,899,692
(H11年度) ７．１９ ７．１９ ７．１９ 16,079 2,966,418

本年度 2,018,897
(H12年度) ７．６０ ７．６０ 18,010 2,094,358

本年度補正後 + 60,490
(H12年度) △ 92 + 60,104

翌年度 1,925,173
(H13年度) ７．８５ ７．８５ 17,790 1,999,713

計画目標年次 おおむね おおむね
(H２２年度) １４㎡ １４㎡
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基本事務事業名：都市公園整備事業 ４4/

８ 基本事務事業を構成する事務事業の詳細
※ 新規事務事業には、事務事業名に（新）を付す

事務事業名 １３年度 予算額 １３年度 所要時間
（担当課） 成果指標名 事務事業の概要 予算額 前年度比 所要時間 前年度比

（千円） （±千円） （時間） （±時間）

直轄公園事業負担金 都市公園施設整備度 直轄事業に対する県による一部負担で国営都市公園の整備
（まちづくり推進課） を行う。 ± △165,698 0 200 19

国補公園事業 都市公園施設整備度 国からの補助金、県費及び市町村負担金により県営都市公
（まちづくり推進課） 園を整備する。 △1,002,000 9,000 6,510 58

都市公園等一体整備 都市公園施設整備度 国補公園事業が実施されている県営都市公園において、特
促進事業 に整備の促進を図る必要があるため、県費、市町村負担金 △ △200,000 70,000 2,953 38
（まちづくり推進課） により整備する。

県単公園費 都市公園施設整備度 国補公園事業に対応して、補助事業と成りえない公園施設
（まちづくり推進課） を県費及び市町村負担金により整備する。 △ ±5,000 1,000 1,619 0

公園調査費 都市公園施設整備度 県費により、公園整備の前提となる公園調査等（基本計画
（まちづくり推進課） 策定、公園台帳作成等）を行う。 △ △8,000 1,000 400 9

ふるさと公園整備事業 都市公園施設再整備度 県費により、長期間を経過しニーズにあっていない施設に
（まちづくり推進課） 対し、ふるさとの景観に相応しいよう再整備を行う。 △ △130,000 20,000 1,927 38

県単公園維持管理費 維持管理の適正度 開園した県営公園において、県費により維持管理を行う。
（まちづくり推進課） △ △411,893 10,831 2,181 58

市町村都市計画事業指 なし 市町村都市計画事業の指導監督調査に要する経費
導監督費（公園分） ±2,582 107 2,000 0
（まちづくり推進課）


